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世界の天然資源産出国           
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多様な天然資源 



天然資源と政治に関する研究の一例     
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本発表の問い 
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インドネシアにおいて、天然資源が政治体制の構築あるいは

維持、変化、崩壊にどのように関係しているのか  

 アプローチ ：  地域研究     
  
  焦 点   ： 地方政治 

  地 域   ： インドネシア 

  視 角   ： 政官軍民間のパトロン・クライアント関係において交換される 

             便益（源） としての天然資源 

  便 益   ：   （何が交換されるのか）   

               請負契約、目標生産数、ビジネス機会、政治的庇護、 
             選挙資金、各種事業権、雇用機会、選挙動員など 



東南アジア、インドネシア 

出所：By Keepscases - Own work, CC BY-SA 3.0, https://commons.wikimedia.org/w/index.php?curid=8636461 

By ASDFGHJ - Own work, Public Domain, https://commons.wikimedia.org/w/index.php?curid=7350841 6 



インドネシアの主要輸出品目（2000-20101） 

出所：http://www.globaltimber.org.uk/indonesia.htm 
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石炭 
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主な石油輸出国の原油生産量および輸出量（2014） 

出所：https://www.eia.gov/todayinenergy/detail.php?id=23352 
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主要な天然ガス輸出国（2015） 

出所：International Gas Union. 2016. “2016 World LNG Report: LNG 18 Conference & Exhibition Edition.” 
http://www.igu.org/download/file/fid/2123  9 



主要石炭輸出国（2014） 

出所：https://www.eia.gov/beta/international/analysis.cfm?iso=IDN 10 



主な合板等輸出国（1999, 2009） 

出所：
http://www.rinya.maff.go.jp/j/kikaku/hakusyo/22hakus
yo_h/all/h45.html 
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本発表の問い 
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インドネシアにおいて、これらの天然資源が政治体制の構築

あるいは維持、変化、崩壊にどのように関係しているのか  

  対 象 ： 石油・天然ガス、石炭、森林資源      

 事例研究 ： 東カリマンタン州（石油・天然ガス） 

           中カリマンタン州（石炭、森林資源） 

  焦 点  ：  各州の政官軍民関係と天然資源の関係 

  結 論  ： 天然資源産業を軸とする、中央から地方までをつなぐ 

         パトロン・クライアント関係がインドネシアの政治体制の 

         維持（政治的安定）に寄与している     



インドネシアの天然資源管理制度 

出所：発表者作成 13 
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インドネシアの天然資源産業の特徴（スハルト政権期以降） 

出所：発表者作成 14 
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インドネシア、カリマンタン 

出所：https://ja.wikipedia.org/wiki/カリマンタン#/media/File:Kalimantan2.png  15 



アプローチ方法 

16 

各州の地方首長（州知事、県知事、市長）のプロフィールに関するデータ

ベース（発表者作成）をもとに、地方首長のもつ人脈を明らかにし、そこから

各地方の政治経済構造を分析 

 対  象   ：  1999年から2013年までの地方首長選挙の当選者      

 データ件数： 東カリマンタン州  19   中カリマンタン州 31 

 項  目   ：  氏名、在任期間、民族、宗教、学歴、職歴、所属組織、 

            組織の役職歴、両親・親族、友人、上司・部下、 

            その他人脈に関すること 

 資  料   ：   地方首長履歴書（地方政府所蔵） 

             自叙伝（地方首長選挙キャンペーン時に多数刊行） 

             地方新聞・雑誌（インドネシア語） 

             現地でのインタビュー 



 東カリマンタン州（３市6県） 
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http://www.badaklng.co.id/ 

天然ガス生産処理プラント（ボンタン市） 

http://www.jitunews.com/ 

石油・ガスプラットフォーム(東カリマンタン州沖合） 

http://www.clipperoil.com/ 

石油基地（バリクパパン市） 



 東カリマンタン州の政治経済構造：スハルト政権期（1967-1998年) 
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 石油・天然ガス産業を軸とする、中央から地方まで連なるパトロン・クライアント・

ネットワークは形成されなかった。 

 軍管区、内務行政機構、スハルト政権の翼賛組織であるゴルカル等の社会政治

組織を軸に、中央と地方を結ぶフォーマル、インフォーマルなネットワークが住民

レベルにまで張り巡らされていた。 

 上記の「縦」のネットワークを横につなぐネットワークが存在した 

    e.g. 個々の軍人ネットワーク（士官学校同期、地方師団の元上司・部下等）    

        地方政治エリート（地方官僚、地方政治家、地元出身の国会議員など）の  

         間に各種のネットワーク（同郷者、小・中・高・大学の同級生、先輩・後輩等） 

 上記はインドネシア全国に共通 

 国軍・行政・社会政治組織のネットワークが東カリマンタン州の政治（特に地方首

長人事）に影響を与えた。 

      東カリマンタン州の場合は、中央政界の意向のみで州知事人事が決まる   

        わけではなく、バリクパパン市に置かれた地域軍管区とつながる地元の社    

       会政治勢力が、国軍ネットワークを利用して中央政界へのロビー活動を行   

       い、自分たちの政治的庇護者となりうる地元出身の地方官僚や軍人を地 

       方首長に据える場合があった。 



東カリマンタン州の政官軍民関係：スハルト政権期（1967-1998年) 

指揮系統 / 影響力 パトロン・クライアント関係、癒着 出向、個人的人脈 
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 東カリマンタン州の政治経済構造：民主化・地方分権化後 
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 民主化による国軍の政治参加の見直しや地方首長の直接選挙制の導入などの影響
を受けて、国軍、行政、社会政治組織の「縦」のネットワークがそれまでの機能を果た
せなくなった。 

 民主化後に新たに多数設立された政党を軸とする、中央執行部から地方支部、政党
支持者までを結ぶネットワークが重要な役割を果たすようになった。 

 上記はインドネシア全国に共通 

 石油・天然ガス産業に関わる政治アクターが増えたと同時に、中央政界の再編が頻
繁に起こる中、中央政界と地方政界を結ぶパトロン・クライアント関係が新たに構築さ
れた。 

 地方首長選挙では、中央政界にそれぞれパトロンを持つ地方政治エリートたちが激
しく競い合うようになった。 

 パトロン・クライアント関係の構築にあたっては、各政党の「縦」のネットワークを横断
するネットワークとして、スハルト政権期からあった個々の軍人ネットワークや地方政
治エリートのネットワークが活用された。 

   e.g. 2003年の東カリマンタン州知事選挙では、前州知事で国軍出身のスワルナが州議会第 
       二党のゴルカル党の地方幹部ネットワークを利用するとともに、国軍時代の元上司を通 
       じてメガワティ大統領（当時）の闘争民主党ともパトロン・クライアント関係を築いた 

 中央政界と地方政界の太いパイプは、インドネシアの他の州とは異なる政治的特
徴。 

 背景として、地方から石油事業参入要求や石油・天然ガス収入のさらなる分配を求
める声が高まった。中央政府は国家の経済運営上、石油・天然ガス産出自治体の政
治をコントロールする必要があったと考えられる。 



東カリマンタン州の政官軍民関係 
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 中カリマンタン州（１市１３県） 

22 http://wwf.panda.org/ 

違法伐採 (中カリマンタン州） 

石炭の露天掘り (北バリト県） 

木材搬送(カティンガン川） 

http://www.insideindonesia.org/ 

http://www.ktcgroup.com.sg/ 



 中カリマンタン州の政治経済構造：スハルト政権期（1967-1998年) 
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木材産業 

  スハルト政権期にジャカルタの大手企業と地方の下請業者、地元労働者  

  を結ぶ「縦」のパトロン・クライアント・ネットワークが形成され、さらには、  

   下請業者を中心とする地方レベルでの政官軍民間の癒着があった。 
 

 林業大臣が、大統領の意向を受けて、林業公社インフタニのほか、スハルトの政
商や親族が経営するジャカルタの大手企業などに大規模な森林事業権を交付。 

 上記の企業は事業地への土地勘がなかったため、地元業者を下請けとして雇用。 
     地元業者たちはもともと中カリマンタン州の主要河川の中・下流域に拠点を置く小売   
      業者などであり、彼らは地元の地理や流通に詳しいことから現地の木材伐採や搬送、 
      労働力の調達、労働者の監督、事業地に暮らす住民との交渉などを任された。地元   
      住民との交渉においては時に暴力的な脅迫も行われた。 

 下請業者のなかには事業ライセンスを流用して違法伐採や木材密輸を行う者もお
り、1990年代頃にはある程度の資金力をもつ地元業者が現れた。 

     違法伐採の２つのタイプ：（１）地元業者が森林事業権をもつ大手企業の生産目標を 
       達成するために行う場合、（２）地元業者がさらなる収入を得るために行う場合 

 地元業者たちは、合法・違法な木材ビジネスへの庇護と便宜を得るため、地方首
長や地方官僚、国軍の地方師団、海軍、警察官などと懇意になった。 

 こうした地元業者のなかには、蓄えた資本を用いてアブラヤシ・プランテーション開
発や船舶業などにも参入して事業を展開し、地元で社会・経済的影響力を持つ地
方実業家へと成長する者もいた。 



 中カリマンタン州の政治経済構造：スハルト政権期（1967-1998年) 
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石炭産業 

  木材ビジネスから身を起こした地方実業家が大手企業をビジネス・パート 

  ナーとして石炭事業に参入し、さらには地方首長にもビジネス利権を分配 

  して懇意の関係を築いた。 

 

 1980年代以降、多国籍企業や外資系企業、国内の大手企業などが事業の担い手

となり、現場の操業はそうした企業の子会社が担った。 

 しかし、前述の木材産業を通して成長した地方実業家の一部も石炭産業に進出し

た。 

       e.g. グヌン・マス県に鉱区をもつハスヌル・グループは、スハルト政権期にジャカルタ大手   

               企業の木材伐採・搬送を下請けしていたスライマンという地元業者が創設した企業。 

               ハスヌル・グループは、スハルト政権期から石炭事業に参入していたが、参入にあたって 

               はジャカルタの大手石炭企業アダロ・グループと組んでいた。また、スライマンはハスヌ 

               ル・グループの鉱区がある南バリト県の県知事と懇意になり、県知事が経営するトラック 

               運送会社に採掘した石炭の運搬を依頼した。 



中カリマンタン州の政官軍民関係：スハルト政権期 
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 中カリマンタン州の政治経済構造：民主化・地方分権化後 
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スハルト政権期に木材産業や石炭産業で成功した地方実業家たちが、地元

に広がる社会・経済的ネットワークと資金力を活かして政治的影響力も獲得す

るようになった。 

 

 地方実業家たちは本人あるいは家族・親族を各政党の地方幹部に据え、まずは地

方議会に影響力を持つようになった。 

 地方首長選挙では、スハルト政権期に懇意になった地方政治エリートや同族出身

の地方官僚を候補者として擁立し、選挙資金の提供や票の動員を行い、地方首長

のパトロンとなった。 

 地方首長選挙後は、地方実業家たちは、地方首長から鉱業権や小規模な森林事

業権、アブラヤシ・プランテーション開発等の各種事業権の分配を受けて、中カリマ

ンタン州の政治と天然資源をこれまで以上にコントロールするようになった。 
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 まとめと考察 
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インドネシアには反体制的な地方社会勢力が天然資源を資金源として成長す

る余地がなく、国家の政治的安定を脅かすことがなかった。 

 インドネシアでは、それぞれの天然資源にアクセスできるアクターたちが、中央政財

界を頂点とするパトロン・クライアント・ネットワークにそれぞれ組み込まれており、そ

のネットワークが政治体制の転換後も維持されている。 

 石油・天然ガスについては、そもそも地方レベルで石油・天然ガス産業に直接アクセ

スできる人々がいない。 

 資源産出地方で暴力的な紛争や反政府デモが起きても、長期間は続かない。 
   e.g. 中カリマンタン州の住民紛争（2000年末から2001年初め）は数か月で収束。当事者のダ  
     ヤック人たちは天然資源産業の利権にアクセスすることができなかった人々（つまり政治的 
      にもマージナライズ）。長期間の動員に必要な資金源を容易に調達できなかった。 
 

 ただし、民主化以降のインドネシアでは、国軍を含む中央政界内での権力争いと派
閥争いが激しさを増したため、反大統領勢力の一部が地方で紛争を扇動する可能性
はある。しかし、そうした紛争は既存の政治体制内での権力争いであり、また、長期
間の暴力的紛争は天然資源産業にとっても国家財政にとっても経済的損失が大きい
ため、インドネシア国家の解体を招くような暴力的紛争を企図する中央政治アクター
はいないものと予想される。 

 今後インドネシアに社会・政治的危機を招く暴力的紛争が生じたとしても、そこに天然
資源が関係することはないと思われる。 



 汎用性に関する考察 
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天然資源を交換可能な便益（源）とする見方は、インドネシア以外の国の政
治体制と天然資源の関係を論じる際にも適用可能なのか 
 

 油田・ガス田が海底に分布する場合には、天然資源を交換可能な便益（源）とみる
ことは困難。石油・天然ガスを産出する自治体に、石油・天然ガス産業に直接アク
セスできるアクターがいない。 

 石油生産国のなかにも、インドネシアのように多様な天然資源を持つ国がある。 
    ベネズエラ：石油、ダイアモンド、ボーキサイト、金、鉄鉱石  
    エクアドル：石油、森林資源 
    ナイジェリア：石油、金、各種鉱物 
 木材輸出国としては、ロシア、マレーシア、ウルグアイ、中国などがある。 

 上記の国々のそれぞれの天然資源産業の特徴を見ていくと、天然資源を交換可
能な便益（源）と捉えた上で、政治体制と天然資源の関係性を探ることができるか
もしれない。 

 国家間比較においては、資源管理制度の違いや中央と地方を結ぶ各種ネットワー
クの違い（ネットワークの有無も含めて）にも留意する必要がある。中央と地方を結
ぶ複数のネットワークが、互いに縦横につながり合っているという状況は、インドネ
シアにのみ見られる特徴かもしれない。地域の特殊性も含めて、政治体制と天然
資源の関係性について地域研究的な国家間比較が可能であるかを検証すること
が今後の課題である。 


